
各会計基準や実務（適用）指針の作成に参画した公認会計士が
中心となり、編集・執筆を行いました。
中小企業の会計についても、独立した編を設け解説しています。

会計基準に基づく会計処理と税務の取扱いについて、
仕訳例・計算例を掲げわかりやすく解説しました。

今後の追加・更新情報につきましては、「追録」にて情報
提供を行います。

編  集：会計・税務実務研究会

体  裁：B5判・加除式・全2巻

定  価：本体18,000円＋税

加除式書籍とは？
◆法改正や最新事例の追加等によって「台本（原本）」の
内容に改正・増補等が生じた場合、その都度発行する
「追録」（有料）と不要な頁を差し替えることで、内容
を補正・更新できる形態の書籍です。

＝＝＝＝＝＝＝ここが魅力＝＝＝＝＝＝

●何年経っても情報の‘確かさ’と‘鮮度’を保ち続ける
ことができる！

●追録の迅速なお届けにより、法改正や増補を見落と
すことなく、常に最新内容で利用できる！

●法改正の度に買い換える必要がないため、長期的な
ご利用にあたっては費用負担が少なく経済的！

追録は購入しなければならないの？
◆常に最新内容でご利用いただけるよう、台本のご購入
以降に発行される追録（有料）のご購読もお願いしてい
ます。

◆追録は、お客様からお届けの停止（購読中止）のご連絡
をいただくまでは継続してお届けいたします。

◆ご利用条件については、商品ごとの「利用規約（規
程）」でご案内しています。

◆年間追録代、発行回数等については下記フリーダイヤル
までお問い合わせください。

購入後のメンテナンスは？
◆追録の差し替え作業は、無料で行います。弊社社員が
直接お伺いし、迅速・正確かつ丁寧に加除作業を行い
ます。

◆その他、書籍のページが欠落した、バインダーが壊
れた等の不都合が生じた場合も、お気軽に下記フリー
ダイヤルまでご連絡ください。

申し込み方法は？　支払いは？
◆お申し込み方法は以下からお選びください。

■下記フリーダイヤルにてお申し込みください。
■弊社ホームページ
　※ホームページでは、新刊をはじめ各商品の詳しい
情報をお届けしています。また、フリーワードや
ジャンル別等商品検索機能もご活用いただけます。

■本カタログと併せてお届けした申込書にご記入の上、
弊社宛にお申し込みください。

■お客様の地域を担当する弊社社員にお申し込みく
ださい。

◆お支払い方法（一括払い・分割払い等）やお支払いの
時期については、申込書に記載しています。ご不明な
点は下記フリーダイヤルまでお問い合せください。

末永く、安心してご利用いただくために、お客様の疑問にお答えします

東京都港区南青山2_11_17 〒107_8560

担　　当

TEL 7 0120－203－694
FAX 7 0120－302－640

ホームページからのお申し込みは
http://www.daiichihoki.co.jp

商品に関するご照会・お申し込み・
追録差し換えのご依頼は

※お客様の地域を担当する弊社社員へご連絡いただくか、フリーダイヤルをご利用ください。
※フリーダイヤル（TEL）の受付時間は土・日・祝日を除く9：00～17：30です。
※FAXは24時間受け付けておりますので、併せてご利用ください。
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会計基準・実務（適用）指針等の 
作成に参画した充実の執筆陣！！ 

 

事例解説については抜粋で掲載しています。 

第１編　総　論 
 
第２編　外貨建取引等に関する 
            会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ個別財務諸表における外貨換算 
Ⅱ 在外支店の外貨表示財務諸表 
　 項目の換算方法 
Ⅲ 在外子会社等の財務諸表項目の 
　 換算方法及び連結手続き 
 
第２章　事例解説 
為替予約がない外貨建取引／外貨建取
引と同時に行う為替予約／外貨建取引後
の為替予約／外貨建資金取引，為替予約
の振当処理／振当処理と為替予約等の
期末時価評価／振当処理とヘッジ会計／
外貨建有価証券（満期保有目的債券）／
その他有価証券の期末換算替え及び強
制評価減／時価のない外貨建株式の強
制評価減／少数株主持分の計算方法／
在外子会社の支払配当金の換算と会計
処理／外貨建転換社債型新株予約権付
社債／ほか 
 
第３編　研究開発費・ソフトウ
　　     ェアに関する会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ「研究開発費等に係る会計基準」
　の概要 
Ⅱ 研究開発費の会計処理と税務 
 

Ⅲソフトウェアの会計処理と税務 
 
第２章　事例解説 
研究開発費の範囲に関する判断／ソフト
ウェアの範囲に関連する法人税法上の取
扱い／市場販売目的のソフトウェアのバー
ジョンアップ／見込販売数量による減価償
却／残存有効期間に基づく均等配分額
／見込販売数量が著しく変化した場合の
減価償却／受注制作のソフトウェアに関す
る会計処理／自社利用のソフトウェアの委
託制作における人件費に係る会計処理／
社内ソフトウェアの修繕と保守費用の会計
処理／ほか 
 
第４編　退職給付に関する会計
　　　  処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ退職給付会計 
Ⅱ 退職給付に係る税務 
Ⅲ 退職給付に係る開示 
 
第２章　事例解説 
退職一時金制度のみを有する企業におけ
る会計処理／確定給付型の在外積立退
職年金制度を有する企業における会計処
理／出向者に係る会計処理／退職給付
信託の拠出／退職給付の平均支給期間
が長期（20年超）の場合の割引率の算定
／過去勤務債務の処理／過去勤務債務
の発生年度費用処理／小規模企業等に
おける簡便法／中小企業退職金共済制
度／吸収合併に伴う会計処理／大量退
職の会計処理／代行部分返上の返還の
日の会計処理／ほか 
 
第５編　税効果会計に関する 
           会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ税効果の概要 
Ⅱ 個別財務諸表に係る税効果 
Ⅲ 連結財務諸表における税効果 
Ⅳ 中間財務諸表における税効果 
Ⅴ 四半期財務諸表における税効果 
 
第２章　事例解説 
繰延税金資産及び繰延税金負債の計上
／利益処分方式による諸準備金に係る税
効果／繰越欠損金の税効果／繰越外国
税額控除の税効果／土地再評価法による
評価差額に係る税効果／その他有価証
券に係る税効果／固定資産減損損失に

係る繰延税金資産の回収可能性／実効
税率の算定／修正申告と税効果／連結グ
ループ内貸倒引当金に係る税効果／子会
社等のその他有価証券評価差額金に係る
税効果／ほか 
 
第６編　金融商品に関する 
　　　  会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ金融商品の範囲 
Ⅱ 金融資産及び金融負債の発生の 
　 認識 
Ⅲ当初認識時の測定 
Ⅳ 金融資産の消滅の認識 
Ⅴ 金融負債の消滅の認識 
Ⅵ 金融資産及び金融負債の評価及 
　 び会計処理 
Ⅶその他の金融資産及び金融負債
　の評価及び会計処理 
Ⅷ ヘッジ会計 
Ⅸ 複合金融商品 
Ⅹ 金融商品の時価開示 
ⅩⅠ 電子記録債権の会計処理と表示 
 
第２章　事例解説 
有価証券売買取引／受渡期間が通常の
期間よりも長い有価証券売買取引／金融
資産の消滅に係る会計処理／デット・エクイ
ティ・スワップの実行時における債権者側の
会計処理／その他有価証券（市場価格の
ある）の減損処理／配当財産が金銭である
株式配当金／任意組合，匿名組合，パート
ナーシップ，リミテッド・パートナーシップ等への
出資の会計処理／時価ヘッジ会計／包括
的長期為替予約のヘッジ会計／株式関連
デリバティブを組み込んだ複合金融商品／
他社株転換社債／物価連動国債／ほか 
 
第７編　組織再編に関する会計
　　　  処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ会　計 
Ⅱ 会社法 
Ⅲ 税　務 
  
第２章　事例解説 
取得に該当する吸収合併の会計処理／
親会社と子会社が吸収合併した場合の会
計処理／取得に該当する株式交換の会
計処理／株式交換により親会社が子会社
を株式交換完全子会社とする場合の会計
処理／共同支配企業の形成／債務超過

の部門を新設分割した場合の会計処理／
債務超過の事業部門を子会社に吸収分
割した場合の会計処理／ほか 
  
第８編　純資産の部に関する会計

処理（自己株式を含む） 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ 純資産の部に関する会計処理の
　概要 
Ⅱ 株主資本の各項目の増減の処理 
Ⅲ自己株式に関する会計・税務 
Ⅵ 株主資本等変動計算書 
 
第２章　事例解説 
資本準備金の減少／利益準備金の減少
／自己株式の取得／自己株式の無償取得
／自己株式の処分／自己株式の消却／株
主資本の各項目のみ残高がある場合の個
別株主資本等変動計算書の作成／ほか 
 
第９編　固定資産の減損に関 
　　　  する会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ固定資産の減損会計の概要 
Ⅱ 減損会計の会計処理 
Ⅲ 減損会計に係る税務 
 
第２章　事例解説 
割引前将来キャッシュ・フローの総額の見
積り（資産グループの場合）／使用価値の
算定／将来キャッシュ・フローの期待値／
使用価値の算定に際して用いられる割引
率／資産のグルーピング／資産グループに
ついて認識された減損損失の配分／帳簿
価額から配分された減損損失を控除した
金額が正味売却価額を下回った場合の取
扱い／共用資産の取扱い／のれんの取扱
い／ファイナンス・リースの取扱い／再評価
を実施した土地について減損処理を行っ
た場合／ほか 
 
第１０編　ストック・オプション
　　　　 等に関する会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ適用範囲及び定義 
Ⅱストック・オプションに関する会計処理 
Ⅲストック・オプションの公正な評価単価 
Ⅳストック・オプションの数 
Ⅴストック・オプションに係る条件変更 
　  の会計処理 

Ⅵ 未公開企業における取扱い 
Ⅶ 親会社が自社株式オプションを子会
　社の従業員等に付与する場合の取
　扱い 
Ⅷストック・オプション類似の取引の会
　計処理 
Ⅸストック・オプションに係る税効果 
Ⅹ 開　示 
ⅩⅠ適用時期及び経過措置 
 
第２章　事例解説 
ストック・オプションの付与の基本設例／スト
ック・オプションと業務執行や労働サービスと
の対応関係の認定／ほか 
 
第１１編　棚卸資産の評価に関
　　　　 する会計処理 
 
第1章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ「棚卸資産の評価に関する会計基  
　 準」公表の経緯と概要 
Ⅱ 棚卸資産の評価に関する会計処
　理と開示 
Ⅲ 棚卸資産の評価に係る税務 
 
第２章　事例解説 
売価還元法における収益性の低下の反映
方法／正味売却価額に代わるもの／原価
差異の取扱い 
 
第１2編　関連当事者の開示に
　　　　 関する会計処理 
 
第1章　会計の実務解説 
Ⅰ「関連当事者の開示に関する会計
　 基準」の公表の経緯等 
Ⅱ「関連当事者会計基準」等の概要 
Ⅲ 具体的な内容 
Ⅳ 重要性の判断基準 
Ⅴ 会社法計算書類における開示 
Ⅵ 中小企業の会計に関する指針にお
　 ける開示 
 
第２章　事例解説 
金融商品取引法、会社法における開示例
／役員報酬等／主要株主 
 
第１３編　リース取引に関する
　　　　 会計処理 
 
第１章　会計・税務の実務解説 
Ⅰリ－ス取引に関する会計基準の公
　 表の経緯と概要 
Ⅱ リース取引に関する会計処理と開示 

Ⅲ リース取引に関する税務 
 
第２章　事例解説 
ファイナンス・リース取引とオペレーティング・
リース取引の判定／経済的耐用年数基準
による判定が不要と考えられるケース／所
有権移転外ファイナンス・リース取引の借手
の会計処理／所有権移転ファイナンス・リ
ースの借手の会計処理／所有権移転外フ
ァイナンス・リース取引の貸手の会計処理／
所有権移転ファイナンス・リースの貸手の会
計処理 
 
第１4編　工事契約に関する会
　　　　　計処理 
 
第1章　会計・税務の実務解説 
Ⅰ「工事契約に関する会計基準」の
　概要 
Ⅱ 完成工事高及び原価の計上に係
　 る会計処理・税務 
Ⅲ 引当金の計上に係る会計処理・税務 
Ⅳ 四半期決算における取扱い 
Ⅴ 開　示 
 
第２章　事例解説 
工事完成基準の会計処理／工事進行基
準の会計処理／工事進捗度の見積り／
工事進行基準の会計処理（JV）／工事損
失引当金の計上／財務諸表における開示 
 
特別編　中小企業における 
　　　　会計処理 
 
第１章　会計指針とその役割 
Ⅰ 中小企業に対する各種会計基準の
　適用について 
Ⅱ「中小企業の会計に関する指針」 
　の公表まで 
Ⅲ「中小企業の会計に関する指針」
の適用に関するチェック・リスト」を
活用した無担保融資商品等 

 
第２章　事例解説 
Ⅰ 設例に基づく個別の処理 
金銭債権の会計処理／貸倒損失・貸倒引
当金の会計処理／外貨建取引・外貨建資
産等の会計処理／有価証券の会計処理
／棚卸資産の会計処理／固定資産の会
計処理／繰延資産の会計処理／退職給
付引当金の会計処理／純資産の会計処
理／税効果会計の適用／キャッシュ・フロ
ー計算書の作成／注記表／ほか 
Ⅱ計算書類の表示 
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